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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第59期 

第１四半期連結 
累計期間 

第60期 
第１四半期連結 

累計期間 
第59期 

会計期間 

自平成27年 
 ４月１日 
至平成27年 
 ６月30日 

自平成28年 
 ４月１日 
至平成28年 
 ６月30日 

自平成27年 
 ４月１日 
至平成28年 
 ３月31日 

売上高 （千円） 1,245,562 1,107,997 6,282,849 

経常損失 （千円） △140,738 △161,880 △121,008 

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純損失 
（千円） △144,809 △165,544 △137,694 

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △132,494 △208,225 △144,629 

純資産額 （千円） 4,275,960 4,010,200 4,263,785 

総資産額 （千円） 6,027,577 5,633,750 6,019,732 

１株当たり四半期（当期）純損失

金額 
（円） △9.58 △10.95 △9.11 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額 
（円） - - - 

自己資本比率 （％） 70.9 71.2 70.8 

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

    ２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

    ３．第59期第１四半期連結累計期間、第60期第１四半期連結累計期間及び第59期の潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額については、１株当たり四半期（当期）純損失金額であり、また、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

 

 

２【事業の内容】

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た「事業等のリスク」について重要な変更はありません。 

 

２【経営上の重要な契約等】

 当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

 (1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、雇用情勢は改善しているものの、企業収益や個人消費

には足踏みが見られました。また、中国およびアジア新興国経済の減速懸念に加え、英国EU離脱の決定に伴

い円高・株安が進むなど、先行きは依然として不透明な状況が続いております。 

 

このような環境下、当社グループは、平成28年５月23日に公表いたしましたように、新中期経営計画に基

づき、当社の基盤事業であるシステムソリューション事業、ネットワークソリューション事業、電子部品及

び機器事業につき、強靭化及び事業間連携を推進し、安定した収益を確保するとともに、新たな領域に進出

し、市場で優位性があるビジネスモデルへの変容を推し進めることで収益の拡大を図り、業績の更なる向上

を最優先課題として掲げ、日々努めております。 

 

この結果、当第１四半期連結累計期間におきましては、連結売上高は11億７百万円（前年同期間比11.0%

減）となりました。損益面では、営業損失は１億６千３百万円（前年同期間は１億４千２百万円の営業損

失）、経常損失は１億６千１百万円（前年同期間は１億４千万円の経常損失）、親会社株主に帰属する四半

期純損失は１億６千５百万円（前年同期間は１億４千４百万円の親会社株主に帰属する四半期純損失）とな

りました。 

 

セグメントの業績は以下のとおりであります。

システムソリューションにおきましては、大学向けシステムが減少したため、売上高は３億５千万円（前

年同期間比5.5%減）、営業損失は８千５百万円（前年同期間は９千６百万円の営業損失）となりました。 

ネットワークソリューションにおきましては、映像配信、衛星通信システムの需要が一段落し、売上高は

１億９千６百万円（前年同期間比30.9%減）、営業損失は７千２百万円（前年同期間は１千４百万円の営業損

失）となりました。 

電子部品及び機器におきましては、中国・香港向け部品の減少のため、売上高は５億６千万円（前年同期

間比4.9%減）となりましたものの、粗利益の改善により営業損失は５百万円（前年同期間は３千１百万円の

営業損失）となりました。 

 

なお、セグメント間取引については、相殺消去しております。

 

 (2) 財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末における資産の合計は56億３千３百万円（前連結会計年度末比３億８千５百

万円減少）となりました。これは主に、流動資産では、当期販売の商品及び製品が１億２千９百万円の増

加、前渡金が１億３千６百万円増加しましたが、主に前連結会計年度末で計上した債権が回収されたことに

より、受取手形及び売掛金が５億９百万円減少したこと、固定資産では、有形固定資産の減価償却による減

少、満期保有目的で購入した投資有価証券１億円が流動資産に表示変更されたことで減少となったことによ

ります。 

負債の合計は16億２千３百万円（前連結会計年度末比１億３千２百万円減少）となりました。これは主に

前受金が１億３千５百万円増加したものの、支払手形及び買掛金が１億６千３百万円減少したことによりま

す。

純資産の合計は40億１千万円（前連結会計年度末比２億５千３百万円減少）となりました。これは主に配

当金の支払４千５百万円と１億６千５百万円の親会社株主に帰属する四半期純損失の計上となったことによ

ります。

- 2 -

2016/08/12 18:32:11／16198263_株式会社理経_第１四半期報告書



 (3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

 (4) 研究開発活動 

該当事項はありません。

 

 (5) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

① 資金需要

当社グループの運転資金需要のうち、主なものは、商品の購入及び人件費、賃借料等によるものでありま

す。

 

② 資本の財源

当社グループにおける増加運転資金につきましては、内部資金及び金融機関からの借入等によって調達して

おります。なお、運転資金の安定的及び効率的な調達を行うため、親会社におきまして取引金融機関とコミッ

トメントライン契約11億円を締結しております。

 

 (6) 経営者の問題認識と今後の方針について

当社グループは、社会変革を先取りした発想と先端技術で、お客様のニーズに対応したソリューションを提

供し、高度情報化社会へ貢献いたします。

その活動にあたっては、法令遵守、経営資源の有効活用と収益性向上により企業価値を高め、株主、取引

先、従業員とともに繁栄し、豊かな社会づくりに貢献すること、並びに地球環境保全に積極的に取り組むこと

を、経営の基本方針としております。

IT業界に位置する当社グループは、産業構造、市場、技術、販売手法等あらゆる面での急激かつ大きな変化

に直面するものと認識しており、これに備え外部環境に左右されない企業体質作りに努めるとともに、当社グ

ループ独自の付加価値を生み出す新規製品の市場投入を行い、事業の拡大を図る所存であります。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 55,000,000

計 55,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）

(平成28年６月30日)

提出日現在発行数（株）
(平成28年８月10日)

上場金融商品取引
所名又は登録認可
金融商品取引業協
会名

内容

普通株式 15,514,721 15,514,721
東京証券取引所

市場第二部

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式

単元株式数100株

計 15,514,721 15,514,721 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式 
総数増減数 
（株）

発行済株式 
総数残高
（株）

資本金 
増減額 

（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金 
増減額 
（千円）

資本準備金 
残高 

（千円）

平成28年４月１日～

平成28年６月30日
－ 15,514,721 － 3,426,916 － 615,043

 

（６）【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（７）【議決権の状況】

 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成28年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

 

①【発行済株式】

平成28年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 394,900 －

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式

単元株式数100株

完全議決権株式（その他） 普通株式 15,110,900 151,109 同上

単元未満株式 普通株式 8,921 － －

発行済株式総数 15,514,721 － －

総株主の議決権 － 151,109 －

（注）「単元未満株式」欄には、当社保有の自己株式が17株含まれております。

 

②【自己株式等】

平成28年６月30日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社 理経
東京都新宿区西新

宿１丁目26番２号
394,900 － 394,900 2.54

計 － 394,900 － 394,900 2.54

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成28年４月１日から平

成28年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成28年６月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 2,532,780 2,493,153 

受取手形及び売掛金 1,671,450 1,161,655 

有価証券 200,328 200,640 

商品及び製品 130,456 259,759 

前渡金 147,309 283,731 

その他 48,594 84,725 

貸倒引当金 △162 △112 

流動資産合計 4,730,757 4,483,553 

固定資産    

有形固定資産 408,512 403,754 

無形固定資産 44,540 41,951 

投資その他の資産    

投資有価証券 537,601 407,024 

その他 298,320 297,465 

投資その他の資産合計 835,921 704,489 

固定資産合計 1,288,975 1,150,196 

資産合計 6,019,732 5,633,750 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 901,255 738,155 

未払法人税等 24,588 11,781 

前受金 212,068 347,899 

その他 271,549 181,908 

流動負債合計 1,409,462 1,279,745 

固定負債    

退職給付に係る負債 286,400 284,994 

その他 60,083 58,809 

固定負債合計 346,484 343,804 

負債合計 1,755,947 1,623,549 

純資産の部    

株主資本    

資本金 3,426,916 3,426,916 

資本剰余金 615,043 615,043 

利益剰余金 344,117 133,214 

自己株式 △112,250 △112,250 

株主資本合計 4,273,826 4,062,923 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 68,330 39,084 

繰延ヘッジ損益 △1,670 △388 

土地再評価差額金 △11,613 △11,613 

為替換算調整勘定 △49,955 △65,895 

退職給付に係る調整累計額 △15,131 △13,909 

その他の包括利益累計額合計 △10,041 △52,723 

純資産合計 4,263,785 4,010,200 

負債純資産合計 6,019,732 5,633,750 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年６月30日) 

売上高 1,245,562 1,107,997 

売上原価 931,818 810,443 

売上総利益 313,743 297,554 

販売費及び一般管理費    

給料及び賞与 222,630 222,674 

退職給付費用 9,797 9,565 

その他 223,660 228,995 

販売費及び一般管理費合計 456,088 461,235 

営業損失（△） △142,344 △163,681 

営業外収益    

受取利息 939 629 

受取配当金 1,033 1,038 

その他 1,484 1,837 

営業外収益合計 3,457 3,504 

営業外費用    

支払手数料 1,692 1,692 

その他 159 11 

営業外費用合計 1,852 1,704 

経常損失（△） △140,738 △161,880 

税金等調整前四半期純損失（△） △140,738 △161,880 

法人税、住民税及び事業税 3,627 3,649 

法人税等調整額 443 14 

法人税等合計 4,071 3,663 

四半期純損失（△） △144,809 △165,544 

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △144,809 △165,544 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年６月30日) 

四半期純損失（△） △144,809 △165,544 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 8,698 △29,246 

繰延ヘッジ損益 △1,306 1,282 

為替換算調整勘定 3,581 △15,940 

退職給付に係る調整額 1,341 1,222 

その他の包括利益合計 12,315 △42,681 

四半期包括利益 △132,494 △208,225 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 △132,494 △208,225 

非支配株主に係る四半期包括利益 - - 
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

該当事項はありません。

 

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用） 

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対

応報告第32号 平成28年６月17日）を当第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得する建

物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。 

なお、当第１四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表への影響額はありません。 

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用） 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を当第１

四半期連結会計期間から適用しております。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであり

ます。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日）

減価償却費 8,014千円 7,726千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日）

配当金支払額

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり 
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日 

定時株主総会
普通株式 45,360 3 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日） 

配当金支払額

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり 
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月29日 

定時株主総会
普通株式 45,359 3 平成28年３月31日 平成28年６月30日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日）

１.報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          （単位：千円） 

  報告セグメント 

合計 調整額 
四半期連結損益
計算書計上額 

 
システムソリ
ューション 

ネットワー
クソリュー
ション 

電子部品及び
機器 

売上高            

外部顧客への売上

高 
371,288 284,492 589,780 1,245,562 - 1,245,562 

セグメント間の内
部売上高又は振替
高 

6,854 7,073 1,012 14,940 △14,940 - 

計 378,143 291,565 590,793 1,260,502 △14,940 1,245,562 

セグメント損失

（△） 
△96,700 △14,326 △31,316 △142,344 - △142,344 

（注）セグメント損失の合計額は、四半期連結損益計算書の営業損失と一致しております。 

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日）

１.報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          （単位：千円） 

  報告セグメント 

合計 調整額 
四半期連結損益
計算書計上額 

 
システムソリ
ューション 

ネットワー
クソリュー
ション 

電子部品及び
機器 

売上高            

外部顧客への売上

高 
350,718 196,473 560,805 1,107,997 - 1,107,997 

セグメント間の内
部売上高又は振替
高 

3,790 3,340 359 7,490 △7,490 - 

計 354,509 199,814 561,164 1,115,487 △7,490 1,107,997 

セグメント損失

（△） 
△85,205 △72,652 △5,823 △163,681 - △163,681 

（注）セグメント損失の合計額は、四半期連結損益計算書の営業損失と一致しております。 
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額 9円58銭 10円95銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する

四半期純損失金額（千円）
144,809 165,544

普通株主に帰属しない金額（千円） - -

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純損失金額（千円）
144,809 165,544

普通株式の期中平均株式数（千株） 15,120 15,119

 （注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株

式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

    該当事項はありません。

 

２【その他】

  該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年８月10日

株式会社理経 

取締役会 御中 

 

新日本有限責任監査法人 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 福 原 正 三 印 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 佐久間 佳 之 印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社理経の

平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成28年４月１日から平成28

年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年６月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期

レビューを行った。

 

 四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

  経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連 

 結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財 

 務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 

 監査人の責任

  当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対

 する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準

 に準拠して四半期レビューを行った。

  四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される

 質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥

 当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

  当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

 監査人の結論

  当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と

 認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社理経及び連結子会社の平成28年６月30日現在の財政

 状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

 ての重要な点において認められなかった。

 

 利害関係

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

   ２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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【表紙】
 

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成28年８月10日

【会社名】 株式会社 理経

【英訳名】 RIKEI CORPORATION

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  猪 坂  哲

【最高財務責任者の役職氏名】 取締役経理部長  長谷川 章詞

【本店の所在の場所】 東京都新宿区西新宿１丁目26番２号

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）
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１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

 当社代表取締役猪坂哲及び取締役経理部長長谷川章詞は、当社の第60期第１四半期（自平成28年４月１日 至平成

28年６月30日）の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。

 

２【特記事項】

 特記すべき事項はありません。
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